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１．研究開発プロジェクト名 

エコポイント制度を活用したエコサービスビジネスモデルの検証 

 

２．研究開発実施の要約 

①研究開発目標  

本プロジェクト（パッケージ）の参加者のCO2発生を従来の車を使った旅行者に比較し

て80%削減の理論的な裏づけと、CO2削減ビジネスモデルとしての継続性をシミュレーシ

ョンする。また、副次的な目標として、以下の事項も合わせて研究する。 

・CO2削減を目的とした地域ネットワーク作り 

・都市に居住している人の地域への環境面での貢献モデル作り 

・事業実施可能性についての検証（プレーヤーに対してのヒアリング調査の実施） 

②実施項目  

・予備調査 

・既存データ情報の整理・分析（モデル地区の実行可能性の評価、及び関係者ヒアリング） 

③実施内容  

・類似、先行実験の実施状況の調査及び分析 

・実験内容の精緻化 

・モデルの定義 

・試行地域の調査（ニーズ調査） 

・鉄道会社との交渉（ニーズ調査） 

④主な結果 

・エコポイント関連の先行事例調査の結果、全国各地で、エコポイント事業の検証が行

われていることが明らかになった（20団体以上）。主として、環境省が主導している「エ

コアクションポイント」に参加する企業やプロジェクト等が挙げられる。 

・先行事例では、モーダルシフトによるCO2削減を実現しようとする団体がほとんどな

いことが明らかになった（EXPOエコマネー等が実施中）。経済産業省は平成２０年度環

境負荷低減国民運動支援ビジネス推進事業」で、エコポイントシステムを導入して地域

の環境負荷低減に資するビジネスモデルの企画を募集し、支援している。 

・本研究が想定しているSuica, Pasmoを利用したエコポイント事業類似した事例として

大丸有エコポイント等があることが分かった。東京都目黒区の自由が丘商店街でも、ス

イカ、パスモを利用したお買い物ポイントを実施しており、公共交通で来た人を対象に、

エコポイントを加えたシステムづくりを進めている。今後、本研究だけでなく他の事業

主体においてもICカードを用いたエコポイント制度のが導入されていくことが予測さ

れる。 

・神奈川県観光環境局、箱根町、小田原市、小田急電鉄、箱根小田急HD、東京メトロ、

商工会議所等の各種関係者を訪問し、本プロジェクトの趣旨説明と、賛同・異議などの

ヒアリング、並びにCO2削減可能性を調査した。結果、箱根地区には、年間約1300万人

程度の来訪者が乗用車を利用により、来訪していることが明らかになった。 

・ほぼ全ての関係者との間で、本研究への賛同と、好意的な評価を頂くことができた。

その結果を踏まえ、来年度に向けて関係者間のシンポジウムの企画・立案を行った。 

第一回シンポジウムを来年度5月１４日に実施する計画を作成した。 
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３．研究開発実施の具体的内容 

（１）研究開発目標 

①研究開発ププロジェクトの目標 

2050年におけるCO2削減目標を実現するにあたり、すでに3,000万枚以上発行されて

いる交通ICカード保有者へのアプローチを中心として、従来のガソリン車を使った

旅行者に比較して８０％削減の理論的な裏づけと、CO2削減が可能なサービスモデル

としての継続性をシミュレーションする。また、都市居住者に対し、環境情報を交

通ICカード使用時に情報として提供し、環境面で貢献できるサービスを提案し、参

加率、関心度などを分析・評価し具体的な施策として提言を行う。 

 

②プロジェクトのアプローチの独自性・新規性 

・環境負荷軽減努力をエコポイントで数値化し評価することによる環境意識の向上 

・都市部住民にCO2削減に関与できる情報を提供し都市部住民の積極的な地方への環

境支援 

 

・地域の特性を生かしたコンテンツの積極的なプロモーションによる顧客の誘導 

 

③期待される成果・効果 

・８０％以上のCO2削減効果を具現化するエコツアーモデルが箱根ツアーで実証され

る 

・地域型エコポイント制度が環境配慮と地域活性化が両輪となっていくためのシャ

フトの働きをすることが明示される。 

・環境のまちづくりを推進する社会的課題、技術的課題と制度的課題が明示される 

・活動を他の地域へ展開する際に、CO2削減効果が期待できる観光スポットが提案さ

れる 

・箱根エコサービスモデルを例に、ナショナルプロジェクトがスタートし、全国の主

要観光地域からの低炭素社会実現提案が出され、提案が具現化されていく 

・エコサービスビジネス参加を通じてCO2削減努力の国民運動が定着する 

・観光における特性（非日常生活）を考慮したポイントの制度とエコ割引の併用に

よる観光客の増員 

・地産地消、小田原地区の漁業・農業との連携による一次産業の活性化 

・小田急沿線住民と箱根地区との連携による地域活性化 

 

 

 

（２）実施方法・実施内容 

①類似実験の実施状況の調査・分析 

全体目標であるエコポイント制度を活用したエコサービスビジネスモデルを箱

根・小田原地区を皮切りに全国的な規模で展開するために類似実験の実施状況を分

析し、連携可能なモデルとの連携の道を探るために類似実験内容とその結果データ

を調査･分析した。 

・名古屋大学の森川教授のグループが行っているエコポイントモデルにについて、
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その効果と問題点そして今後エコポイント制度の普及のための課題についてイン

タビューを実施した。 

・大丸有エコポイントで行われている、Suica, Pasmo を利用した事例を調査した。 

・東京都目黒区の自由が丘商店街のスイカ、パスモを利用したお買い物ポイントと、

公共交通で来た人を対象にしたエコポイントを加えたシステムづくりについて調

査した。 

・環境省が実施しているエコアクションポイント（EAP）モデル事業のモデルを調査

し比較検討した。（別紙１参照）エコ・アクション・ポイントは、地域活性化の

刺激策としても期待されており、地域型として「商店街の販売促進ポイント」や、

生協会員の顧客サービス強化事業等が検討されている。わかやま環境相 EAP事業
におけるエコポイントポイント付与対象商品が記載されているが、商品中に「エ

コたまご」や「エコ紀州みかん」などがあり、物流段階の CO2を削減したのか、

商品製造段階での省エネ化(設備改新 等)によって、CO2 削減されているのか等が

非常に不明確なものが多く、CO2 削減効果の観点からの議論が必要であると考え

ている。行政の後押しもあり EAP 事業は、全国 19 事業者により検討されている
が、先行事例である名古屋 EXPO エコマネー(非 EAP 事業)の調査では、エコ･ア
クションに対して、付与するポイントの原資(≒現金同等)の負担に苦労しているこ
とが分かった。本研究では、CO2 削減効果の高い「自動車から鉄道利用へのシフ

ト(モーダルシフト)」の促進を検討し、公共交通機関の利用機会のうち、特に地域
活性化と密接である「観光、旅行」に着目することで新たな、EAP 事業を検討す
る意義があることがわかった。環境省のポイントはエコ的なアクションに関する

ポイントが中心であり、地方活性化の観点にフォーカスされたものではないため、

今後、経済産業省等で行っている地方活性化の観点のモデル事業について継続的

に調査を進める。 

②実験内容の精緻化とモデルの定義 

全体目標達成のためには、箱根・小田原地区で具体的な観光客に魅力あるエコサ

ービスモデルのコンテンツを作成し、CO2削減量を見える化して、他の地域に普及さ

せる標準モデルとすることが必要であることから、都心から観光地まで鉄道等を利

用するＡモデルと、観光地内でＣＯ２削減に結びつくエコツアーモデルをＢモデル

として具体的に検討を行った。 

・ A モデルでは、都心から小田原まで鉄道やバスを利用する場合と都心から箱根湯

本まで鉄道やバスを利用する場合を考えた。鉄道やバスの会社は、小田急電鉄、

ＪＲ，メトロの 3 社に本事業を説明し、好意的な対応であった。特に小田急電鉄

は連携を組む方向で密な情報交換を進めることの合意が得られた。 

・ B モデルでは、小田原地区で森林伐採体験ツアー、現地生産物購入ツアー、小型

水力発電ツアー、耕作体験ツアー、炭焼き体験ツアー、開墾体験ツアー、電気バ

スを利用した名所巡りツアー電動自転車サイクルツアーなどが本研究として出さ

れた。  

箱根地区では、電気バスを利用した名所巡りツアー、電動自転車サイクルツアー、

エコラリー、現地生産物購入ツアー、自然の素材を生かしたものつくりツアー、

省エネルギーハウス宿泊体験ツアーなどが本研究案として出された。 

③試行地域の調査（ニーズ調査） 
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           全体目標達成のためには、事業に参加できる組織の合意形成が最重要課題である

ため、箱根町役場、小田原市役所、西湘地域県政総合センター、小田原箱根商工会

議所、神奈川県土木事務所、神奈川県環境計画課、箱根町観光協会、民間企業に本

事業の説明を行い、現地のニーズを調査した。（別紙１参照）。質問項目は、下記

の項目で行った。 

・環境への対応内容(プレーヤー、参加者、スポンサー、各役割、目的、 スケジ

ュール、規模等) 

・プロモーションの仕方  

・運用上の苦労や、今後の継続性  

・交通機関との関係(CO2排出量削減等) 

・マスコミの反応  

・外国人観光客への対応(言語対応や嗜好対応等) 

・実施している対応内容（プロジェクト）の課題  

・環境対策がビジネスになるようにするには、どのようなエコポイントシステム

構築が重要かを研究する。  

・近年の人口構成の変化をどのように意識されているか。  

  ④鉄道会社との交渉（ニーズ調査） 

      全体目標達成ためには鉄道会社の協力が不可欠であるため、小田急電鉄、小田急

箱根HD、東京メトロにインタビューを実施し、ニーズ調査を行った。（別紙１参

照）。また、将来の展開を考えて、関西鉄道社局スルットKANSAI,大井川鉄道に対

しインタビューを実施した。質問項目は、上記と同じである。 

    今後、連携できる相手として小田急電鉄が有力であることが分かった。 

 

（３）実施内容に対する主な結果・成果 

①類似実験の実施状況の調査・分析 

調査・分析の結果、訪問したすべての組織で、提案事業に理解と協力が得ら

れることがわかったが、それぞれが提案事業にどのようなかかわり方ができる

かのイメージつくりが必要であることが分かった。そのため、早めに関係者を

集めたキックオフシンポジウムを開催することが望ましいとの結論になり、3月

開催予定で進めたが、最終的には行政部門の調整がつかず、5月14日開催という

ことになった。また、合意形成だけでなく、本事業の推進母体が誰になるかが

重要な課題であることが分かった。次年度以降の課題として位置付けることに

した。そのために、本事業のホームページを立ち上げて、事業の見える化と情

報の共有化、さらには、広くエコツアーの提案受け付けができるようにした。

今後は、これを情報交換の場として活用するとともに、現地に研究拠点を開設

し地域の方と直接議論できる環境を構築することが課題である。 

事業の概要を理解してもらうために、ロジックモデルで事業概要を表示した

「別紙２参照」。さらに、具体的な組織運営のためにバランススコアーカード

の手法で本事業の検討を行った「別紙３参照」。数値目標は、20年度十分な検

討ができなかったが、エコサービスビジネスモデルが具体的に決まれば、それ

らの数値を定めることができるので21年度の課題に残された。 
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②実験内容の精緻化とモデルの定義 

AモデルとBモデルのコンテンツ項目が洗い出されたので、すべて自動車で回

る場合のCO2排出量を基準にして、提案エコツアーサービスモデルについてCO2

削減効果の計算を始めることができるようになった。標準値設定は、21年度の

課題である。掲載された数値情報は、データベース化し、ホームページ上でル

ート選択とCO2削減量の表示が出るようにすることが提案され、21年度の課題と

することになった。 

③試行地域の調査（ニーズ調査） 

調査の結果次のことが分かった。 

1)経済性をどのように地域の参加者に示すかが重要なポイントである 

2)自動車を排除する思想でなく、自動車から鉄道利用に乗り換えようとする意

欲を持たせるビジネスモデルの作成が重要である 

3)県庁や国省庁の協力をまず取り付けることが、現地の参加意欲を持たせるこ

とになることが分かった。 

4)すべてエコでなく、地域の生活や食を含めた文化に触れ、地域の素晴らしさ

を体感する楽しみがないと、精神論だけではお客を引き付けられないことが

分かった。 

5)既存のエコ関連の事業を積極的に取り込むような参加型のビジネスプランが

必要であり、そのためには、事業主体が地域で信頼関係を築くことが重要で

あることが分かった。 

6)エコポイントはいろいろなところで使われており、CO2 の削減量と必ずしも結

びついたポイントにはなっていない。よって、CO2 の削減量が参加者にとって

明確に把握できる算定方法を考察し、国が定めた方法に加えて、エネルギー

原単位や LCA の手法で評価した数値とその計算方法を公開して、その算定方

法を国内標準になるようにすすめ、最終的には国際標準規格に高める必要が

あることを意識して進める。 

④鉄道会社との交渉（ニーズ調査） 

       各鉄道とも強い関心を示した。中でも小田急電鉄とは都心から観光地

までのAモデルに参加してもらう方向で、話を進めることになった。具体例

を早く出すことが大切であるとの認識から、すべてを対象とすると調整に

時間がかかるため、他の鉄道会社とは情報交換程度にすることにした。 

（４）開催したワークショップ、シンポジウム、会議等の活動 

年月日 名称 場所 概要 

2008年10月～2009年3月 

毎週土曜日 

担当者会議 

(毎週開催) 

農工大会議室 本研究メンバーによる研

究打ち合わせ 

2009年1月19日 全担当者会議 早稲田大会議室 全メンバーによる研究打

ち合わせ 

2009年2月1日 合宿会議 箱根強羅 企画・立案の打ち合わせ

2009年2月10日 合宿会議 箱根元箱根 シンポジウムの企画・立

案の打ち合わせ 

2008年10月～2009年3月 ヒアリング 17か所 各関係者へのヒアリング
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（５）研究開発実施におけるその他の活動 

 今後は、箱根におとづれる人々、都会生活者を中心に、ワークショップ・アンケート

を実施し、この取り組みを伝えることが重要であると考えている。 

 

４．研究開発成果の活用・展開に向けた状況 

①国際P2M学会春季大会 に投稿 

発表題目「ロジックモデルとバランススコカードの有効性について」 

東京農工大学   野地英昭、佐藤秀明、亀山秀雄 

 平成21年4月11日田町国際会議場で発表 

②平成２１年５月１４日シンポジウム開催に向けた調整を行った。 

 

５．研究開発実施体制 

（１）東京農工大学MOTグループ  

 亀山秀雄（東京農工大学、教授）  

実施項目 :予備調査、既存データ情報の整理・分析、システム要件の抽出、モデ

ル別シミュレーション、モデルの体系化 

（２）早稲田大学MBAグループ  

 根来龍之（早稲田大学、教授）  

実施項目 :モデルの定義、コンテンツの設計、タイプ別モデルの評価、モデルの

体系化、マーケティングデータの採取と分析 

 

６．研究開発実施者  

① 東京農工大学MOTグループ 

 

氏 名  所 属  役 職  

亀山秀雄 東京農工大学 教授 

野地英昭 東京農工大学 博士後期課程1年 

佐藤秀明 東京農工大学 博士前期課程1年 

會田裕祐 東京農工大学 博士前期課程1年 

河内秀喜 東京農工大学 博士前期課程1年 

八木昌行 東京農工大学 博士前期課程1年 

松川明子 東京農工大学 秘書 

坪山裕佑 東京農工大学 工学部４年 

 

② 早稲田大学MBAグループ 

氏 名  所 属  役 職  

根来龍之 早稲田大学 教授 

大竹慎太郎 早稲田大学 博士前期課程2年 
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７．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

（１） 論文発表 

     なし 

 

（２） 口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

    なし 

 

（３） 新聞報道・投稿、受賞 

なし 

 

（４） その他の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

ウェブサイト構築  http://www.tuat.ac.jp/~ecojst/index.html 

（平成21年5月14日公開開始） 

 


